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研究要旨 

健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立場からサポートすることを目的に 10名の研究

者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１． 電話調査の結果、健康日本２１について「意味を含めて知っている」または「聞いたこと

はあるがよく知らない」と回答した者の割合は 14.5％であり、メタボリックシンドローム

と比べてはるかに低かった。 

２． 健康日本２１（第二次）と関連する指標について、自治体の間で比較（可視化）する方

法を開発した。これにより、健康づくりを担う各主体における PDCA サイクルの円滑化や

健康日本２１（第二次）の中間評価に貢献できると思われる。 

３． 20大都市における健康寿命の格差は都道府県間のそれよりも大きかった。こころの健康

状態、うつや神経症での受診率には都道府県格差がみられた。学歴・世帯年収は喫煙率・

受動喫煙率との間で有意な関連があった。 

４． 健康日本２１（第二次）の実践マニュアル・事例集について検討するとともに、飲酒で

は実際にマニュアルを作成して研修会に活用した。また、平均寿命やメタボリックシン

ドローム該当率などで課題を抱えている自治体に対して、食環境と運動環境の整備を含

めた健康づくり事業を推進し、その効果について評価を行った。 
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Ａ．研究目的 

本研究の目的は、以下の４点に関して「健康

日本２１（第二次）」の推進を研究者の立場か

らサポートすることである。第１に健康づくり

運動の具体的な進め方に関する情報・スキルの

提供、第２に PDCA サイクルを重視した事業管

理の体制整備、第３に国民における認知度の向

上、第４に健康格差の現状把握と縮小策の提言

である。以上の目的を果たすため、全体研究と

個別研究を実施する。 

３年の研究期間を通じて、全体研究では以下

の２つの事業を行う。第１に健康づくり関連職

種における普及啓発を図ることであり、そのた

めに「健康日本２１（第二次）実践マニュアル」



を作成し、普及のための研修会などを開催する。

さらに全国の先進事例について視察・ヒアリン

グ調査を実施し、その成果をもとに「実践マニ

ュアル・事例集」を改訂する。研究班ウェブサ

イトを開設し、普及啓発を図るとともに全国の

健康づくり職種とのインタラクティブなコミ

ュニケーションの場とする。第２に、国民にお

ける普及啓発を図ることであり、そのために健

康日本２１や健康寿命などに関する国民の認

知度を毎年調査して普及状況をモニタリング

する。さらに Facebook などを通じた普及啓発

の効果を検討する。 

個別研究では、各研究分担者の専門領域で、

①健康日本２１（第二次）での目標や指標に関

する方法論上の検討とデータ解析、②生活習慣

や健康指標における健康格差の現状把握とそ

の要因に関する検討、③モデル地域での健康づ

くり事業の展開とその効果の評価を行う。これ

らにより、中間評価に向けた提言、さらに健康

格差の縮小に向けた提言を行う。その成果は、

全体研究での成果物（実践マニュアルやウェブ

サイト、研修会など）に反映される。①につい

ては、橋本は健康寿命の指標を検討し、横山は

中間評価に向けたモニタリング手法を開発す

る。②と③については、伊藤（こころの健康・

休養）、山縣（次世代の健康）、津下（肥満）、

武見（栄養・食生活）、宮地（身体活動）、樋口

（アルコール）、中村（たばこ）がそれぞれ分

担する健康課題について、公的統計の活用など

により研究を行う。これらの成果は「健康日本

２１（第二次）実践マニュアル」や研究班ウェ

ブサイトにも反映される。 

これらを通じて、自治体などの健康づくり職

種をサポートし、「健康日本２１（第二次）」の

目標達成に貢献するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究班は、研究代表者と９名の研究分担者

で構成される。研究班の進め方としては、第１

回研究班会議を平成 25年６月 11日に開催して、

本年度の研究計画を協議した。その後、各研究

者が互いに連携しつつ研究を進めた。また、必

要により厚生労働省に対して国民生活基礎調

査や国民健康・栄養調査などのデータ利用の申

請を行った。その後、第２回研究班会議を平成

25年 12月 17日に開催し、研究結果を取りまと

めた。 

なお、研究方法の詳細については、各分担研

究報告を参照されたい。 

 

（倫理面への配慮） 

すべての研究は「疫学研究に関する倫理指針」

を遵守しており、所属施設の倫理委員会の承認

を受けている。個人情報の取り扱いなどの方法

に関する詳細については、各分担研究報告を参

照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

(1) 健康日本２１などに関する国民の認知度

に関する研究 

健康日本２１（第二次）の実施にあたり、国

民における健康意識・認知度を評価することを

目的に、Random Digit Dialing 法により全国

1,800 人に電話調査を行った。その結果、健康

日本２１について「意味を含めて知っている」

または「聞いたことはあるがよく知らない」と

回答した者の割合は 14.5％であった。健康寿命

について「意味を含めて知っている」者の割合

は 12.3％であった。一方、健康日本２１に関連

する用語について「意味を含めて知っている」

者の割合は、メタボリックシンドローム 77.7％

に対して、慢性閉塞性肺疾患（COPD）21.1％、

ロコモティブシンドローム 10.5％であった。 

(2) 健康寿命の指標化に関する研究―健康日

本２１（第二次）等の健康寿命の課題― 

健康日本２１（第二次）の健康寿命の指標「日

常生活に制限のない期間の平均」について、国

民生活基礎調査の情報利用を前提として、算定

方法（健康の概念規定と測定方法、算定の対象

集団）の課題を検討した。健康状態の概念とし

て、日常生活動作に制限ありと規定する指標は

「日常生活に制限のない期間の平均」と「日常



生活動作が自立している期間の平均」の中間的

な指標と位置づけられ、利用可能性があると考

えられた。健康状態の測定方法として、国民生

活基礎調査における医療施設の入院と介護保

険施設の入所に関する質問の回答情報につい

ては、同調査の方法の面から、現行指標のよう

に算定に利用しない方が自然であると考えら

れた。また、健康寿命の都道府県分布において、

同情報の利用による指標値の相対的な大小関

係への影響がきわめて小さいと示唆された。算

定の対象集団として、20大都市を加えるととも

に、その 2010 年の「日常生活に制限のない期

間の平均」を算定した。 

(3) 健康寿命の国際的な指標化に関する検討 

国際的な指標化に関する検討を行うことが

本研究の主目的である。そこで平成 25 年４月

に開催された JA EHLEIS（健康・平均寿命情報

システムに関する欧州共同事業）に参画し、健

康日本２１（第二次）、健康寿命の将来予測の

結果、欧州で算定されている健康寿命指標につ

いての日本における値の推定結果、日本におけ

る所得及び学歴による平均寿命格差の推定結

果について報告を行った。また、新しい指標の

開発に向けて提案を行うなど、議論に参画した。

さらに、日本の健康寿命に関する情報について

英語による発信をして欲しい旨の要望を得た

ため、健康日本２１（第二次）参考資料の健康

寿命に関する部分について英語訳を行った。 

(4) 中間評価に向けたモニタリング手法の開

発に関する研究 

 健康日本２１（第二次）をはじめとする健

康増進に関する施策への取り組みでは、各種調

査統計や健診その他の情報等に基づき、地域の

現状分析を行って健康問題の特徴を把握し、優

先課題を明確にする必要がある。本年度の研究

では、各種統計資料等から得られる膨大な情報

を要約して、地方公共団体において地域の特徴

を容易に把握できる分析手法を提案すること

を目的とする。都道府県別の、①平均寿命、②

健康寿命、③死因別年齢調整死亡率、④疾患別

入院・外来年齢調整受療率、⑤特定健診による

リスク因子の年齢調整割合について、都道府県

間の相対的な位置を意味するＺスコアを算出

し図示した。自治体における健康課題の分析に

活用されることが期待される。 

(5) こころの健康・休養に関する研究 

 健康日本２１を効果的に推進し、国民の総

合的な健康増進を図る上で、休養とこころの健

康の側面は、他の領域にも影響しそれらの基盤

になりうる。本研究では、（Ⅰ）心身の相関、

すなわちうつ傾向が健康増進行動に与える影

響の調査研究、および（Ⅱ）国民の心の健康に

関するモニタリングと、精神医療のアクセスに

関する解析を行った。研究（Ⅰ）では、１泊２

日人間ドックを受診者した 30～74 歳の健康調

査結果から、うつ評価尺度得点とメタボリック

シンドロームや生活習慣等の関連を解析した。

その結果、うつ得点が高いほど不健康な食生活

や身体活動量の低下など、健康的ではない生活

習慣と関連していた。研究（Ⅱ）では、平成 22

年国民生活基礎調査と平成 23 年患者調査を用

いて、都道府県のパターンを分析した。その結

果、国民の約 8％がこころの状態に関する尺度

得点が高くない一方、うつや神経症での受診率

が 2％と低く、どこにも相談ができないものが

4％存在していた。このパターンには都道府県

格差がみられた。 

(6) 次世代の健康に関する目標項目の評価法

の開発に関する研究－21 世紀出生児縦断

調査を用いた、健康格差に関する検討－ 

世帯年収が親の生活習慣や、出生時の状況、

さらには出生体重にどのような影響をおよぼ

すかを縦断的に評価することを目的とし、21世

紀出生児縦断調査のデータを用いて検討を行

った。その結果、社会経済的状況を表す世帯年

収が、喫煙状況や母乳育児率、就業状況と関連

しており、特に、低収入が高い喫煙率と関連し

ていることが明らかとなった。また、社会経済

的状況と特に妊婦の喫煙は低出生体重児との

関連が示唆されていることから、母親の喫煙状

況により層化し、世帯年収と出生体重の関連を

検討したところ、母親が喫煙していない場合に



は、世帯年収と出生体重には負の相関が観察さ

れ、一方、母親が喫煙している場合には、有意

差はないものの、世帯年収と出生体重の間に正

の相関が存在する可能性を示唆した。このこと

は、出生体重に関して、社会経済的状況と母親

の喫煙に関して交互作用が存在することを示

唆しており、喫煙の影響が、低収入により増強

される可能性が推測された。 

(7) 次世代の健康に関する目標項目の評価法

の開発に関する研究－出生コホート研究

参加継続に関わる社会経済的因子などの

検討－ 

子どもの健康格差を検討するうえで、出生コ

ホート研究は重要である。コホート研究では追

跡率をできるだけ高く保つことが求められる。

本研究では、厚生労働省による大規模出生コホ

ート研究である、21世紀出生児縦断調査のデー

タを用いて、社会経済的状況や親の生活習慣な

どが調査継続（途中脱落）に及ぼす影響を検討

した。その結果、調査参加継続と身体データ収

集継続の双方に共通して、第２子以降、多胎児、

低出生体重児、７月生まれ児、母親の喫煙、母

乳育児なし、低収入などの要因のある者で途中

脱落が多かった。今後、出生コホート研究の解

析を行う上では、これらのバイアスについて考

慮する必要があるとともに、将来実施される出

生コホート研究においては、脱落しやすい者が

参加しやすい調査方法を検討する必要性が明

らかになった。 

(8) 肥満・メタボリックシンドローム対策に関

する研究 

都道府県、市町村が各地域の健康指標を容易

に可視化できるよう、「e-stat、ナショナルデ

ータベース（NDB）を活用した健康指標の見え

る化ソフト」の改訂を行った。昨年度作成した

特定健診 NDBデータの都道府県別分析の他、愛

知県市町村版、全国の市町村の人口推移、死亡

状況のグラフ化を行った。今後全国市町村版の

作成を検討する。 

愛知県内２市において、肥満等の生活習慣病

対策の推進方策を、環境面と保健事業面で検討

した。平成 17 年度市町村平均寿命が愛知県内

で下位にあった東海市において、食環境と運動

環境の整備を含めた健康づくり事業を推進、評

価を行った。特定健診データベースにおいて、

メタボリックシンドロームの割合（年齢調整）

が高い蒲郡市を対象に、その課題を自治体担当

者とともに分析、全庁的な学習会、啓発や肥満

対策の新規事業を立ち上げた。 

(9) 栄養・食生活の目標のモニタリング及び食

環境整備に関する研究 

「健康日本２１（第二次）」の栄養・食生活

の目標のうち、「主食・主菜・副菜を組み合せ

た食事が２回以上の者の割合の増加」という目

標の妥当性について、食品群別摂取量や栄養素

等摂取量との関連から検討することを目的と

して、平成 23 年埼玉県民健康・栄養調査の不

連続２日間の食事記録データを再解析した。そ

の結果、主食・主菜・副菜のそろう食事が「２

回以上」の者は、それ以下の者に比べ、全体に

食物摂取、栄養素摂取状況が良好であることが

示された。逆に「１回未満」の者は、主食中心

の食事で、男性ではアルコール飲料が多く、女

性では菓子類が多く、さらには、たんぱく質の

不足のリスクが高い者が存在するなど、適切な

栄養素摂取の面から問題を有することが明ら

かになった。 

以上より、健康日本２１（第二次）で提示さ

れた「主食・主菜・副菜を組み合せた食事が１

日２回以上の日がほぼ毎日の者の増加」という

目標は、健康寿命延伸に向けて、日本人がバラ

ンスの良い食物摂取を実現する行動目標とし

て妥当と考えられた。 

(10) 身体活動分野の推進に関する研究－

Facebookページを用いた身体活動基準・ア

クティブガイドの認知向上－ 

Facebook ページを通じた身体活動基準 2013

とアクティブガイドの普及・啓発の取り組みの

可能性を検討することを目的として、「健康づ

くりのための身体活動基準 2013・アクティブガ

イド」の Facebook ページを開設した。インサ

イト機能を用いて、「いいね！」数やリーチ数



の推移とその関連要因を検討した。その結果、

「いいね！」数は 2 月 13 日時点で累計 1,754

であった。「いいね！」が増えるきっかけとし

て、策定メンバーによる講演とその際の

Facebookページの紹介が挙げられる。新聞やテ

レビといったマスコミに基準・アクティブガイ

ドが取り上げられると、記事の投稿に対する閲

覧数の指標であるリーチ数が増える。 

(11) アルコール関連健康障害の保健指導と介

入に関する研究－生活習慣病のリスクを

上げる飲酒者に対する効果的な介入－ 

健康日本２１（第二次）の飲酒分野における

目標である「生活習慣病のリスクを上げる飲酒

者をベースライン値より 15％低下させる」を達

成するための対策として、飲酒量低減を目的に

した短時間のカウンセリングである簡易介入

ツールの開発を行った。それをもとに、実際に

飲酒量低減に対応している、あるいは今後対応

する人材育成のための研修会を実施した。簡易

介入ツールに関する feedback を研修会参加者

から得た。また、研修会参加者にツールを実際

に使用していただき、対象者の背景や実施経過

等に関するケースレポートを後で送付いただ

き、上記 feedback と合わせて、ツールの更な

る改良または新たな開発に使用する。 

(12) 自治体におけるたばこ対策の推進に関す

る研究 

 自治体におけるたばこ対策の実践マニュア

ルを作成し政策提言を行うことを目的に、これ

までの研究成果や知見等を整理して、自治体が

実施可能で効果的なたばこ対策の内容とその

推進方策を検討した。この検討を踏まえて、受

動喫煙対策と禁煙支援・治療に重点を置いて自

治体向けの実践マニュアルの構成内容案を作

成した。次に、自治体のたばこ対策の好事例の

収集を開始し、これまでに岐阜県多治見市の総

合的なたばこ対策、大阪府摂津市と大阪府守口

市での健診の場における禁煙支援の取り組み

を把握した。今後、引き続き好事例の収集を行

うとともに、その成果を実践マニュアルに反映

する。 

 健康格差の是正の観点から喫煙状況の社会

経済状況別の実態を把握することを目的に、国

民生活基礎調査および国民健康調査のリンケ

ージ研究から、低学歴（高卒未満）の者では４

人に１人、高学歴（大学卒）の者では６人に１

人が家庭もしくは職場でほぼ毎日受動喫煙に

暴露されているということがわかった。さらに

男性は主に職場で受動喫煙に暴露され、女性は

職場と家庭で受動喫煙に暴露されていること、

学歴によって格差があることがわかった。健康

格差の観点から社会経済状況別の受動喫煙暴

露のモニタリングとその対策が必要と考えら

れる。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究事業では、全体研究と個別研究により、

以下の５点について調査研究を行った。 

① マニュアル作成と研修会などを通じた健

康づくり関連職種における普及啓発 

② 認知度調査や Facebook などを通じた国民

における普及啓発・認知度の向上 

③ 健康日本２１（第二次）での目標や指標に

関する方法論上の検討とデータ解析 

④ 生活習慣や健康指標における健康格差の

現状把握とその要因に関する検討 

⑤ モデル地域における健康づくり事業の展

開とその効果の評価 

 この５項目のそれぞれについて、本年度の達

成状況を検討したい。 

 第１項「マニュアル作成と研修会などを通じ

た健康づくり関連職種における普及啓発」では、

班会議において実践マニュアル・事例集のあり

方について議論を深めた。そのなかで、中村は

喫煙対策を例にマニュアルのプロトタイプを

提案し、その方向で来年度にマニュアルを作成

することで合意している。また樋口は、飲酒量

低減を目的にした短時間のカウンセリングで

ある簡易介入ツールを開発し、それをもとに研

修会を実施した。また、中村は、自治体におけ

るたばこ対策に関する好事例の収集に着手し

た。これらの取組みを参考に、来年度は研修会



の開催や事例集の作成を進めるものである。 

 第２項「認知度調査や Facebook などを通じ

た国民における普及啓発・認知度の向上認知度

調査や Facebook などを通じた国民における普

及啓発・認知度の向上」では、辻が全国を対象

に電話調査を実施した。その結果、「意味を含

めて知っている」国民の割合は、「メタボリッ

クシンドローム」では 77.7％の高さに対して、

「健康寿命」「COPD」「ロコモティブシンドロー

ム」では４分の１未満と低いことが分かった。

この調査は今後も毎年実施する予定であり、今

後の推移について検討を続けるものである。ま

た、宮地は Facebook を活用した基準・アクテ

ィブガイドの情報発信を試みた。その結果、基

準・アクティブガイドの普及・啓発には、ソー

シャルネットワーク、口コミ、マスコミを有機

的に結びつける必要があることが分かった。こ

れは、今後の広報戦略を考えるうえで重要な知

見であると思われる。 

 第３項「健康日本２１（第二次）での目標や

指標に関する方法論上の検討とデータ解析」で

は、健康寿命の指標については橋本と研究協力

者の尾島が検討を行った。橋本は、日常生活に

制限のない期間の平均の算定方法の問題点と

して、健康の概念規定と測定方法、算定の対象

集団の課題を検討した。尾島は健康寿命という

指標の国際的な標準化の可能性について欧米

の研究者とともに検討を行った。各指標を自治

体間などで比較しやすくするように、横山は数

多くの調査統計等の指標から各都道府県の健

康状態に関する特徴を把握しやすくするため

に、都道府県間の相対的な位置を意味するＺス

コアで表現する方法を提案した。津下は、都道

府県や市町村が各地域の健康指標を容易に可

視化できるソフトを開発・改定した。これらの

取組みは、健康づくりを担う各主体における

PDCA サイクルをさらに円滑に進めるものと思

われるとともに、中間評価のあり方についても

具体的な指針を示すものとして期待される。ま

た、武見は「主食・主菜・副菜を組み合せた食

事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の増加」

という健康日本２１（第二次）の目標は、健康

寿命延伸に向けて、日本人がバランスの良い食

物摂取を実現する具体的な行動目標として妥

当であることを示し、研究協力者の鈴木はコホ

ート調査において追跡脱落となりやすい回答

者の特性をデータをもとに浮き彫りにするこ

とにより、調査実施にあたって留意すべき事項

を指摘した。これらは、PDCAサイクルを進めた

り中間評価を行ったりするうえで重要な問題

であり、今後さらに深めるべき課題であると思

われる。 

 第４項「生活習慣や健康指標における健康格

差の現状把握とその要因に関する検討」では、

橋本は 20大都市について健康寿命を測定して、

その格差は都道府県間のそれよりも大きいこ

とを示した。伊藤は、Ｋ６得点の分布には都道

府県間で相当な格差があることを示した。山縣

は、21世紀出生児縦断調査の解析により、世帯

年収が低いと、両親の喫煙率が増加し、母乳育

児率が低下することを明らかにした。また中村

は、喫煙状況の社会経済状況別の実態の一例と

して学歴別の受動喫煙暴露状況を調査した。こ

れらは、厚生労働省による全国調査データの二

次利用により行われたものであるが、それ以外

のテーマでも利用申請を現在行っているとこ

ろであり、来年度は健康格差に影響する要因に

関する研究がさらに進むことが期待される。 

 第５項「モデル地域における健康づくり事業

の展開とその効果の評価」では、津下が愛知県

内で平均寿命やメタボリックシンドローム該

当率などの点で課題を抱えている２市に対し

て、食環境と運動環境の整備を含めた健康づく

り事業を推進、評価を行った。これらの取組み

は、研究班会議において報告議論されており、

今後は各研究分担者の課題に応用されること

が期待されている。 

 以上のように、本研究課題は当初の計画通り

順調に進捗している。来年度以降も、共同研究

体制をさらに強化して、健康指標や健康格差な

どに関する研究成果や実践マニュアルに基づ

いて、健康日本２１（第二次）の円滑な進展に



向けた自治体支援や政策提言を行うものであ

る。 

Ｅ．結 論 

 健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立

場からサポートすることを目的に 10 名の研究

者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１． 電話調査の結果、健康日本２１について

「意味を含めて知っている」または「聞い

たことはあるがよく知らない」と回答した

者の割合は 14.5％であり、メタボリックシ

ンドロームと比べてはるかに低かった。 

２． 健康日本２１（第二次）と関連する指標に

ついて、自治体の間で比較（可視化）する

方法を開発した。これにより、健康づくり

を担う各主体における PDCA サイクルの円

滑化や健康日本２１（第二次）の中間評価

に貢献できると思われる。 

３． 20 大都市における健康寿命の格差は都道

府県間のそれよりも大きかった。こころの

健康状態、うつや神経症での受診率には都

道府県格差がみられた。学歴・世帯年収は

喫煙率・受動喫煙率との間で有意な関連が

あった。 

４． 健康日本２１（第二次）の実践マニュア

ル・事例集について検討するとともに、飲

酒では実際にマニュアルを作成して研修

会に活用した。また、平均寿命やメタボリ

ックシンドローム該当率などで課題を抱

えている自治体に対して、食環境と運動環

境の整備を含めた健康づくり事業を推進

し、その効果について評価を行った。 
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